
 
様式第４－１（日本産業規格Ａ列４番） 

第      号 

令和〇年〇月〇日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

住    所 神奈川県横浜市中区北仲通

５丁目５７番地 

氏名又は名称 関東運輸タクシー株式会社 

代  表   者 代表取締役  関東 太郎 

担 当 者  運輸 二郎 

電話     045-211-7246 

FAX      045-201-8802 

 

 

令和２年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通バリア解消促進等事業）交付申請書 

 

 

令和２年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通バリア解消促進等事業） 

金 ６００，０００  円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30 年法律第 179 号）第５条の規定により、別紙のとおり申請します。 

 

記 載 例 

別紙の補助金額を記載 

リース車両の場合は、リース会社名 

６００，０００ 



様式第４－１ 別紙２

補助対象事業者名　　関東運輸タクシー株式会社

(単位：円)

･
･
･

計 6,519,000円 1,400,000円
（添付書類）

(1) 生活交通確保維持改善計画又は生活交通改善事業計画の写し

(2) 補助対象経費に係る見積書及び補助金額の算出基礎

(3) その他申請に必要な書類

3,549,000円 800,000円

バリアフリー化設備等
整備事業
（タクシー車両の移動
等円滑化に要する経
費）

福祉タクシー導
入事業

リフトを装備する
福祉タクシー車両

着手　交付決定次第

完了　R3.11.30

補助対象経費

令和２年度:地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通バリア解消促進等事業）交付申請事業

補助対象事業の種別
(補助対象経費の区分)

補助対象事業の名称 補助対象設備
補助対象事業の

着手及び完了予定日
補助金額 備考

1

2

3

バリアフリー化設
備等整備事業
（タクシー車両の
移動等円滑化に要
する経費）

福祉タクシー導
入事業

スロープを装備す
る福祉タクシー車
両 完了　R3.11.30

（バス・タクシー車両、船舶の移動等円滑化、福祉タクシーの共同配車センターの整備、バリア解消に資する待合・乗継環境の向上、情報提供、鉄軌道駅の利用者の利便性向上に資する生活支援機能施設の整備を除く利用環境改善促進等事業に限る）

2,970,000円 600,000円

着手　交付決定次第

値引きが発生した場合の補助対象経費の計算について

（契約書例）

車両本体価格（税込み） 3,564,000円…①

車両本体価格（税抜き） 3,240,000円…②

値引き額 100,000円…③

上記の契約において、③の値引き額が①の「税込みの本体価格に対する値引き額」

である場合には

（①-③）÷1.1=3,149,090円（小数点以下切り捨て）

上記の契約において、③の値引きが額②の「税抜きの本体価格に対する値引き額」

である場合には

②-③=3,140,000円

下線の引かれた額を補助対象経費として記載して下さい。

車両を登録する予定日を記載

（複数台ある場合は、一番最後に車両を

登録する予定日を記載）

・見積書の車両本体価格（税抜き）を記載

（値引きがある場合は車両本体価格（税

抜き）から見積書に記載されている値引き

額をそのまま差し引いた金額を記載）

・複数台ある場合はその合計金額 ・スロープ（UDタクシー含む）及び回転
シートを装備する車両 車両台数✕６０万

円


